
入  札  公  告 
 
下記のとおり一般競争入札に付します。 
令和５年９月 27日 

独立行政法人国民生活センター 
理事長 山田昭典（公印省略） 

 
記 
 

１ 競争入札に付する事項 
「令和５年度全国消費者フォーラム」のオンライン（リアルタイム）配信における運営支援業務等一式 

２ 競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 
(１) 独立行政法人国民生活センター会計規程細則第 14条の規定に基づき、当該契約を締結する能力を有し

ない者及び破産者で復権を得ない者に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当し、参加
させることができる。 

(２) 独立行政法人国民生活センター会計規程細則第 15条の規定に該当しない者であること。 
(３) 会社更生法（昭和 27 年法律 172 号）に基づく更生手続開始の申立てをしていない者又は民事再生法

（平成 11年法律 225 号）に基づく再生手続開始の申立てをしていない者。ただし、会社更生法に基づく更
生手続開始の申立てをした者又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立てをした者であっても、手続開
始の決定がなされた後において国の定める競争参加資格の再認定を受けている者は競争に参加できるもの
とする。 

(４) 令和４・５・６年度における国又は地方公共団体の定める競争参加資格のうち、「役務の提供等」で関
東・甲信越地域の競争参加資格を有する者、又は、当該競争参加資格を有していない者で書類提出期限ま
でに競争参加資格審査を受け、競争参加資格者名簿に登載された者で上記の要件を満たしている者である
こと。 

(５) 独立行政法人国民生活センターのデジタル統括アドバイザー業務について、デジタル統括アドバイザー
及びその支援スタッフが現に属する又は過去２年間に属していた事業者及びその関連事業者（「財務諸表
等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38年大蔵省令第 59号）第８条に規定する親会社及び
子会社、同一の親会社を持つ会社並びに緊密な連携関係を有する事業者をいう。）ではないこと。 

(６) 本調達仕様書に基づく作業を実施する部門または組織を対象として ISO/IEC27001（JISQ27001）又は事
業者を対象としたプライバシーマーク、又はこれらと同等の認証・認定等を取得していること。 

(７) クラウドサービス（IaaS、SaaS、PaaS）を用いてシステムを構築する場合、政府情報システムのための
セキュリティ評価制度（ISMAP）認定取得済又は登録予定のクラウドサービスを選定するか、ISMAPに準ず
るセキュリティレベルを有するクラウドサービス（ISO/IEC27017、JASAクラウドセキュリティ推進協議会
CSゴールドマーク、米国 FedRAMP、AICPA SOC2、AICPA SOC3等）を選定すること。 

(８) 過去３年以内に本業務と同等同規模の業務を実施した経験を有すること。 
(９) 入札説明書類の交付を受けている者であること。 
(10) その他、入札説明書及び仕様書等に記載の条件を満たしている者であること。 

３ 契約条項を示す場所及び入札参加申込み方法 
〒108-8602 東京都港区高輪 3-13-22 総務部会計課 電話 03-3443-1201、ファクシミリ 03-3443-6156 

  メール kaikeika@post.kokusen.go.jp 
入札に参加を希望する者は、別紙「入札参加申込書」を令和５年 10月 19日(木) 17時 00分までに上記に
持参、郵送、ファクシミリ、電子メール送付のいずれかの方法で提出すること（必着）。 
持参の場合の受付時間：平日 ９：３０～１２：００、１３：３０～１７：００ 
入札説明書類は、「入札参加申込書」を受領した後、当センターから交付する。 

４ 入札説明会の日時及び場所 
令和５年 10月 11日(水) 16時 30 分 
東京都港区高輪３丁目 13番 22号 独立行政法人国民生活センター東京事務所 ２F大会議室 

５ 競争入札執行の日時及び場所 
令和５年 10月 24日(火) 13時 30 分 
東京都港区高輪３丁目 13番 22号 独立行政法人国民生活センター東京事務所 ２F大会議室 

６ 入札の無効 
本公告に示した入札参加に必要な資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効と
する。 

７ 入札書の記載金額 
落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10％に相当する額を加算した金額（当該金
額に１円未満の端数が生じた場合は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか、免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額
の 110分の 100に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

 



８ 入札保証金及び契約保証金 
免除 

９ 契約書作成の要否 
要 

  



(別紙) 

独立行政法人国民生活センター 

           総務部会計課 宛 

入札参加申込書 

 

「令和５年度全国消費者フォーラム」のオンライン（リアルタイム）配信における運営支援業務等一式 

 

申込日            令和             年             月             日 

会社名  

所在地  

代表者名  

担当者名  

電話番号       (                )                      -    

FAX 番号       (                )                      -    

電子メールアドレス  

 

１．入札参加申込書の提出方法及び提出先 

    持参、郵送、ファクシミリ、電子メール送信のいずれかの方法で下記にご提出下さい。 

        独立行政法人国民生活センター 総務部会計課 

        〒108-8602 東京都港区高輪３－１３－２２ 

          電話：０３－３４４３－１２０１ FAX：０３－３４４３－６１５６ 

メール：kaikeika@post.kokusen.go.jp 

          注）ファクシミリ、電子メール送信による場合は、送信した旨を電話連絡すること。 

  

２．入札説明書類の交付 

    入札参加申込書受領後、本入札に必要な書類を交付いたします。 

    (1) 持参の場合：その場で入札説明書類をお渡しします。 

    (2) 郵送、ファクシミリ、電子メール送信の場合：電子メール又はファクシミリでお送りします。 

ご希望の受領方法（いずれかに○印を付与して下さい。） 

電子メール ・ ファクシミリ 

 

３．入札参加申込書の提出期限 

    令和５年 10月 19日(木) 17 時 00 分（必着） 

 

 

 


